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  村　岡　淑　郎

年 頭 所 感

　新年明けましておめでとうございます。

　年頭にあたり謹んでご挨拶を申し上げ

ます。

　2012の世相を1字で表す｢今年の漢字｣

は、｢金｣と発表され、金環日食のほか、ロン

ドン五輪での日本人選手の活躍や、東京ス

カイツリーの開業、山中伸弥教授のノーベ

ル賞受賞などで「多くの金字塔が打ち立て

られた」ことが理由に挙げられました。

　師走の衆議院総選挙において民主党が

壊滅的敗北を喫し、「決められない政治」に

終止符が打たれたことは、大変喜ばしく感

ずるところであります。

　年末において一筋の暁光が射し、新しい

年に希望をつないだ年であったと振り返

るところであります。

　2013年は、新しい政権がスタートいた

しますが、国民の「政治への信頼」を回復す

ることが第一であります。内政、外交とも

に生き詰まった状況をどう打開し、日本再

生にどう道筋を付けるのか、その大前提と

なるのが「政治への信頼」であると考える

ところであります。

　新たな一歩を踏み出した昨年、新しい年

に大きな期待を寄せるところであります。

　新政権は、「国土強靭化基本法」の制定に

よる事前防災の制度の実施、太平洋側の経

済的機能などをバックアップする日本海

国土軸の形成の促進を政権公約に掲げて

おり、その迅速かつ計画的な執行を強く望

むところであります。

　建設産業としては、取り巻く環境の変化

り方については、「技術と経
営に優れた企業」が生き抜
ける制度になっているの
か、今一度検証すべき時期
に来ていると考えておりま
す。「適正な受注価格」「災害
対応・除排雪作業に携わる
地元企業の育成」「雇用と経
済効果」等を考慮した制度
にする必要があり、「良質な
インフラ」「安全・安心な生
活」を国民に提供すること
が最終目的です。その目的
達成に向け協会としては、

発注者・設計者・受注者、三
者間の意思疎通、認識の共
有がなければ成し得ないと
考え、講習・研修会をはじ
め、様々な交流の機会を設
けて参ります。
　結びに、本年も会員各位
をはじめ関係者の皆様の一
層のご協力とご支援をお願
い申し上げますとともに、
皆様の益々のご健勝とご繁
栄をお祈り申し上げ まし
て、年頭のご挨拶といたし
ます。

　平成25年の新春を迎え、
謹んで年頭のご挨拶を申し
上げます。
　昨年12月に行われた衆院
選では自民党が圧勝し、安
倍政権が誕生致しました。
日本の経済は長引くデフ
レ、円高、欧州危機、新興国
の景気減退等により危機的
状況下にあります。国民の
生命と財産、地域の経済・雇
用・生活を守ることが政治
の使命であり、パフォーマ
ンス政治ではなく、政策を
確実に実行していくことが
求められております。今後
の安倍総理の手腕に期待し
たいと思います。
　さて一昨年の東日本大震

災を教訓とした「人命」を守
るインフラの必要性、更に
昨年12月の中央自動車道笹
子トンネル天井崩落事故
は、高度成長期に建設され
た社会資本の老朽化対策ま
たは今後の維持管理の重要
性を再認識することになり
ました。インフラの老朽化
は以前から指摘されており
ましたが、公共事業費の削
減により、選択と集中が余
儀なくされ、メンテナンス
を蔑ろにした結果なのかも
しれません。日本の公共事
業は深刻な財源不足の問題
に直面していることは周知
の事実ではありますが、人
命を守る必要不可欠な事業
でありますので最優先に予
算を確保していただかなけ
ればなりません。また社会
資本はその整備と運用管理
の過程で地域に雇用と大き
な経済効果を生み出しま
す。これらのことは広く国
民にご理解いただく必要が
あります。
　また入札・契約制度のあ

や社会のニーズに対応するため、従前にも

まして品質確保と安全施工に努めながら温

室効果ガスの削減や環境にやさしい工事・

サービスを提供できる建設産業を目指し、

意識改革と構造改革を進め、地域に必要不

可欠な基幹産業として粛々と役割を果たす

ことが肝要と考えるところであります。

　本会は、地域建設業協会及び会員企業と

連携を強化し、策定した「秋田県建設協会

ビジョン」に基づき、業界の資源である人

材の確保・育成をはじめ技術の伝承につい

て集中と選択のもとに会員の自主的な取

り組みを総合的にサポートして参る所存

であります。

　さらには、自然災害等への応援体制を整

えるなど、県民の安心かつ安全に生活でき

る環境づくりに一層貢献して参る所存で

あります。

　関係各位のご支援ご協力を本年も賜れ

ば幸に存じます。

　皆様のご繁栄とご健康を心よりご祈念

申し上げます。

仙 北 支 部 長  

佐　藤　吉　博

災特需の終了と個人所得環
境の低迷が重石し、景気後退
局面のうちに年を越すこと
になりました。
　とりわけ、我が建設業界に
おいても、前政権時における
公共事業の立ち位置は、少な
い
事業量の中でも、何とか利益
を確保しようとする悪循環
な環境の下での受注確保で
ありました。「復興元年」と位
置づけられた年であったに
も係らず、未だ復興計画が進
まない被災自治体は多く点
在し、太平洋側をバックアッ
プする為の日本海国土軸の
形成など災害・防災等を含め
たインフラ整備の促進は、今
後、新政権において急務であ
ると思います。
　もっとも、2013年におい
て は 、大 型 補 正 予 算 や 翌
2014年以降に迫った消費
税率の引き上げ前の駆け込
みにより、需要が押し上げら

れていく形が見込まれるの
で、故に日本経済を過度に悲
観視する必要はなく、ガレキ
処理・除染作業の進展が遅れ
てはいるものの、その分、公共
投資は比較的高水準で推移し
ていくものと思われるので、
防災・減災・成長を柱とするイ
ンフラ整備を着実に進めてほ
しいものであります。
　さらに、今年の干支である

「巳」年には、新たに出発する
という意味があります。
　蓄えてきた力を大いに発
揮するためにも、ヘビの脱
皮のごとく、再生日本を目
指し、力強く歩んでいける
一年となるよう節に願いた
いものであります。
　最後になりましたが、今
年一年、会員、構成員並びに
関係各位の皆様のご健勝と
ご繁栄を祈念いたし まし
て、年頭のご挨拶といたし
ます。

　謹んで新春のお慶びを申
し上げます。
　昨年12月、本格的な師走
の到来とともに、同月とし
てはおよそ29年ぶりに施行
されました第46回衆議院議
員 総選挙におかれまして、
私ども建設業界が多く支援
をする自由民主党が、過去
に例を見ないほど少数政党
が乱立する中で、およそ3年
3ヶ月ぶりの政権奪還を果
たしたことの意味合いにつ
いては、一昨年の東日本大
震災からの復旧・復興の立

ち遅れ、又、長引く日本経済
の景気低迷など、前政権が最
優先して取り組むべき大き
な課題を反故し続けてきた
結果に対する国民の正しい
判断であったと思うのは、私
だけではなく、おそらく廻り
の皆さんもそう感じている
のではないでしょうか。
　政権交代した本年こそ
は、この業界にとって好転
するきっかけとなるよう期
待したいものであり、皆様
方にとっても健やかに一年
を迎えることができるよう
にしたいものであります。
　さて、昨年を振り返ります
と、我が日本経済は年初には
震災からの回復が続き、ほぼ
震災前の経済活動水準まで
戻るところに達した感があ
りますが、その後、尖閣問題
の中国や円高を背景とする
米国などへの国外輸出が減
少に転じ、比較的底堅く推移
してきた内需についても、震
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「山眠る」

山は、紅葉から冠雪に衣替え。そろそろ「山眠る」の季節に入るが、

冷たい風と急な降雪に山もなかなか眠りにつけないでいる模様。

去年の暦によると、私は「個性を発揮して気運上昇」とあった。

先日届けられた好日暦に目がゆくのも年末だからか。

「
夢
判
断
」
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年頭のごあいさつ
秋 田 県 知 事

佐 竹 敬 久

年頭のごあいさつ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

冨　田　耕　司

新年のごあいさつ
秋 田 労 働 局 長

坂　本　忠　行

 国土交通省 東北地方整備局
     秋田河川国道事務所長

 瀬戸下　伸介

新年のご挨拶

などに端を発した近隣諸

国との関係悪化や、欧州

の信用不安等による世界

規模の景気悪化など、世

界の様々な動きが、瞬く

間に我が国の経済に影響

を与えるなど、グローバ

ル化の進展を改めて実感

した年でもありました。

　今年は、本県県政の運営

指針である「ふるさと秋田

元気創造プラン」の最終年

度にあたることから、これ

までの3年間の取組の総仕

上げの年となりますが、ま

ずは、喫緊の課題である本

県経済雇用情勢の改善を最

優先に、金融対策、雇用対

策、消費の下支えなど、総

合的で切れ目のない施策

を、引き続き展開してまい

ります。

　安定した雇用環境を実現

するためには、力強い産業

基盤の構築が不可欠である

ことから、地域経済をリー

ドする中核企業の育成に加

え、次世代自動車関連産

業、新エネルギー関連産

業、資源リサイクル産業な

どの成長分野への参入を引

き続き促進していくことが

大変重要であると考えてお

ります。

　さらに、新たな農業農村

政策の展開、少子化対策、

地域医療提供体制の充実、

協働社会の構築など、将来

の秋田の発展に必要な政

策・施策について、県民の

皆様とともに、全力で取り

組んでまいりたいと考えて

おります。

　結びに、新しい年が皆

様にとって希望に満ちあ

ふれた飛躍の年でありま

すようご祈念申し上げま

して、年頭のごあいさつ

といたします。

　新年明けましておめでと

うございます。

　皆様におかれましては、

健やかな新春をお迎えのこ

とと、心からお慶び申し上

げます。

　昨年を振り返りますと、

県内では、皇太子殿下にご

臨席を賜り6月には「第23

回全国『みどりの愛護』の

つどい」、10月には「第

15回全国農業担い手サ

ミット・イン・あきた」が

開催され、7月には秋田市

中通の「エリアなかいち」

のオープン、そして、10

月には日本海沿岸東北自動

車道「金浦・仁賀保」間の

開通など、秋田を元気にす

るニュースが多くあり、大

変嬉しく感じております。

　一方、政治・経済に目を

向けますと、東日本大震災

からの復興を目的とした復

興庁の発足や社会保障と税

の一体改革関連法の成立、

そして衆議院の解散総選挙

など、大きな変化のきざし

を感じさせる1年となりま

した。

　海外に目を転じます

と、尖閣諸島・竹島問題

雨、暴風等の自然災害の
多発し、また、社会資本
の老朽化が進むなど、災
害対策の強化及び公共施
設の長寿命化が重要な課
題となっております。県
では、海岸・港湾施設の
耐震化や液状化対策、水
害に備えた都市近郊河川
の整備など、ハード・ソ
フト一体となった総合的
な水害・土砂災害対策を
進めております。
　また、インフラの維持
管理や除雪等について
は、県民の安全・安心を
持続的に確保するため、
全国に先駆けて「地域維
持型JV制度」を導入し、
「 共 同 企 業 体 へ の 発
注」、「2ヶ年契約」によ
り、地域事情に精通した
建設業者による対応を
図っております。
　本県の建設産業は、地
域経済・雇用の下支えや

インフラの維持管理など、
地域の安全・安心を確保す
る上で重要な役割を担って
おりますが、近年、建設投
資の減少が続き、建設産業
は厳しい経営環境に直面し
ております。
　このため、建設産業が
本県の基幹産業として、
引き続きその役割を果た
していくことができるよ
う、「建設産業振興プラ
ン（仮称）」を策定し、
「技術と経営に優れ、地
域に貢献する建設産業」
の振興を図るための施策
を推進するとともに、建
設産業の役割を広く社会
にアピールしていくこと
としております。
　結びに、皆様のご健勝
とご活躍を祈念いたしま
して、新年のあいさつと
させていただきます。

　あけましておめでとう
ございます。
　皆様におかれまして
は、健やかな新年を迎え
られたことと、心からお
慶び申し上げます。
　さて、建設部では、本
年が最終年度となる「ふ
るさと秋田元気創造プラ
ン」の各戦略・施策を支
える横断的な取組とし
て、社会資本整備の推進
に取り組んできたところ
であります。
　昨年は、日本海沿岸東
北自動車道「金浦～仁賀

保」間の開通や、「遊佐～
象潟」間の都市計画決定、
「二ツ井白神～あきた北空
港（仮称）」間の現道活用
方式が国に認められるな
ど、ミッシングリンク解消
に向けて大きく前進した年
になりました。
　今後は、残る未着手区
間の日本海沿岸東北自動
車道「二ツ井白神～きみ
まち阪」間、「遊佐～象
潟」間の早期事業化、東
北中央自動車道「山形県
の昭和～雄勝こまち」間
の計画段階評価箇所への
早期位置付けを、引き続
き国に強く働きかけてま
いります。
　一方、近年は地震や豪

昨年の建設業における休
業４日以上の労働災害は、
一昨年に比べやや増加で
推移しております。しかし
ながら、昨年５月には全事
業主宛の転倒防止プロ
ジェクトチームの活動と
して文書要請、１０月には
死亡災害発生に伴う緊急
要請等、貴協会との協力関
係の中、会員事業主へのす
みやかな情報伝達に努め
てきたところであり、その
範囲においては一定の成
果があったものと信じて
いるところです。今後とも
しっかりと意思疎通の上、
連携した災害防止活動等
をとることにより、地域の
安全確保を図りたいと考
えております。
秋田労働局では、様々な課
題の解決に向けて各種施
策を推進するとともに、
「誰もが出番と居場所のあ
る社会」、「働きがいのある

人間らしい仕事」（ディー
セント・ワーク）や「仕事と
生活の調和」（ワーク･ライ
フ･バランス）などの実現
を目指して労働基準、職業
安定、雇用均等行政が一体
となって県民の皆様が安
全で安心して働くことが
できるよう積極的な行政
運営を図ることとしてお
ります。
つきましては、本年も引き
続きまして、貴協会並びに
会員の皆様の労働行政に
対するご理解とご協力を
よろしくお願い申し上げ
ます。
最後に、本年が、経済の回
復が進み、社会資本の整備
を担う社団法人秋田県建
設業協会の益々のご発展、
会員皆様のご繁栄をご祈
念申し上げ年頭のごあい
さつといたします。

　明けましておめでとう
ございます。
　新年を迎えるにあたり、
会員皆様方のご健勝とご
繁栄を心よりお慶び申し
上げます。
　また、昨年中は、労働行
政の運営に格別のご理解
とご協力を賜り厚く御礼
申し上げます。
　さて、県内の経済情勢
は、国内景気が世界景気の
減速等を背景として弱い
動きとなっている中、円高
の影響や大手企業の工場

再編により多くの離職者
が地域的に発生しており、
県内の雇用失業情勢は、有
効求人倍率が0．7倍前後で
推移するなど依然として
厳しさが残り改善の動き
に足踏み感が窺われる状
況となっております。
こうした中で、昨年夏以
降、企業倒産の増加ととも
に労働基準監督署に寄せ
られる賃金不払いや解雇、
サービス残業等の相談や
申告が増加しており、最低
労働基準の確保改善に向
けた監督指導を実施する
とともに、改正労働契約
法、職場のパワーハラスメ
ントの予防・解決に向けた
提言の周知啓発にも努め
てまいります。

リンクの解消に向けて取
り組んでまいります。
　また、雄物川、子吉川に
おいては、昨年7月下旬か
ら10月下旬にかけて記録
的な渇水に見舞われまし
た。関係機関の皆様と情報
連絡会を開催するなどによ
り、農業用水、工業用水、
観光面への影響等を最小限
にすべく渇水対応と情報共
有を図り、10月下旬以降
の降水により11月29日に
ようやく渇水対策支部の解
除に至った次第です。今後
も関係機関と連携し、適切
な対応を図ってまいりま
す。また、依然として不十
分な雄物川、子吉川の治水
安全度の向上を引き続き図
るとともに、関係の各自治
体とも連携し水防体制の強
化にも取り組みます。
　今年も秋田河川国道事務
所は、地域の皆様、建設産

業に従事される皆様ととも
に、安全・安心な社会の実
現に向けて取り組んでまい
る所存です。また、太平洋
岸に未曾有の被害をもたら
した東日本大震災は、経験
したことのない規模の大災
害であり、復興に向けては
長丁場の取り組みとなりま
す。我が国にとって重要な
課題である被災地の復興に
向け、東北地方整備局の一
員として取り組んでまいり
ます。引き続きご理解とご
協力をお願い申し上げると
ともに、皆様のご健康と
益々のご活躍を御祈念申し
上げ、年頭のご挨拶といた
します。

　平成25年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
　皆様には、日頃より国
土交通行政の推進にご理
解とご協力を賜り、厚く
御礼申し上げます。
　昨年は、東北地方に
とっては東日本大震災か
らの「復興元年」という
位置づけの年でした。震
災発生時には、不通と
なった太平洋側のルート
に代わり、日本海側の

ルートを利用して物資等
が輸送されました。その
際、日本海側のネット
ワークが弱く迅速な物資
輸送に課題が生じたこと
で、東日本大震災は、戦
略的な幹線道路ネット
ワーク強化の必要性を改
めて認識する出来事とも
なりました。昨年の10月
には、地域の皆様のご支
援のおかげもあり、日沿
道の金浦～仁賀保間を延
伸開通することができま
した。引き続き、残る象
潟～金浦間の事業推進を
図るとともに、秋田・山
形県境区間のミッシング
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年頭のごあいさつ
秋 田 県 知 事

佐 竹 敬 久

年頭のごあいさつ
秋 田 県 建 設 交 通 部 長

冨　田　耕　司

新年のごあいさつ
秋 田 労 働 局 長

坂　本　忠　行

 国土交通省 東北地方整備局
     秋田河川国道事務所長

 瀬戸下　伸介

新年のご挨拶

などに端を発した近隣諸

国との関係悪化や、欧州

の信用不安等による世界

規模の景気悪化など、世

界の様々な動きが、瞬く

間に我が国の経済に影響

を与えるなど、グローバ

ル化の進展を改めて実感

した年でもありました。

　今年は、本県県政の運営

指針である「ふるさと秋田

元気創造プラン」の最終年

度にあたることから、これ

までの3年間の取組の総仕

上げの年となりますが、ま

ずは、喫緊の課題である本

県経済雇用情勢の改善を最

優先に、金融対策、雇用対

策、消費の下支えなど、総

合的で切れ目のない施策

を、引き続き展開してまい

ります。

　安定した雇用環境を実現

するためには、力強い産業

基盤の構築が不可欠である

ことから、地域経済をリー

ドする中核企業の育成に加

え、次世代自動車関連産

業、新エネルギー関連産

業、資源リサイクル産業な

どの成長分野への参入を引

き続き促進していくことが

大変重要であると考えてお

ります。

　さらに、新たな農業農村

政策の展開、少子化対策、

地域医療提供体制の充実、

協働社会の構築など、将来

の秋田の発展に必要な政

策・施策について、県民の

皆様とともに、全力で取り

組んでまいりたいと考えて

おります。

　結びに、新しい年が皆

様にとって希望に満ちあ

ふれた飛躍の年でありま

すようご祈念申し上げま

して、年頭のごあいさつ

といたします。

　新年明けましておめでと

うございます。

　皆様におかれましては、

健やかな新春をお迎えのこ

とと、心からお慶び申し上

げます。

　昨年を振り返りますと、

県内では、皇太子殿下にご

臨席を賜り6月には「第23

回全国『みどりの愛護』の

つどい」、10月には「第

15回全国農業担い手サ

ミット・イン・あきた」が

開催され、7月には秋田市

中通の「エリアなかいち」

のオープン、そして、10

月には日本海沿岸東北自動

車道「金浦・仁賀保」間の

開通など、秋田を元気にす

るニュースが多くあり、大

変嬉しく感じております。

　一方、政治・経済に目を

向けますと、東日本大震災

からの復興を目的とした復

興庁の発足や社会保障と税

の一体改革関連法の成立、

そして衆議院の解散総選挙

など、大きな変化のきざし

を感じさせる1年となりま

した。

　海外に目を転じます

と、尖閣諸島・竹島問題

雨、暴風等の自然災害の
多発し、また、社会資本
の老朽化が進むなど、災
害対策の強化及び公共施
設の長寿命化が重要な課
題となっております。県
では、海岸・港湾施設の
耐震化や液状化対策、水
害に備えた都市近郊河川
の整備など、ハード・ソ
フト一体となった総合的
な水害・土砂災害対策を
進めております。
　また、インフラの維持
管理や除雪等について
は、県民の安全・安心を
持続的に確保するため、
全国に先駆けて「地域維
持型JV制度」を導入し、
「 共 同 企 業 体 へ の 発
注」、「2ヶ年契約」によ
り、地域事情に精通した
建設業者による対応を
図っております。
　本県の建設産業は、地
域経済・雇用の下支えや

インフラの維持管理など、
地域の安全・安心を確保す
る上で重要な役割を担って
おりますが、近年、建設投
資の減少が続き、建設産業
は厳しい経営環境に直面し
ております。
　このため、建設産業が
本県の基幹産業として、
引き続きその役割を果た
していくことができるよ
う、「建設産業振興プラ
ン（仮称）」を策定し、
「技術と経営に優れ、地
域に貢献する建設産業」
の振興を図るための施策
を推進するとともに、建
設産業の役割を広く社会
にアピールしていくこと
としております。
　結びに、皆様のご健勝
とご活躍を祈念いたしま
して、新年のあいさつと
させていただきます。

　あけましておめでとう
ございます。
　皆様におかれまして
は、健やかな新年を迎え
られたことと、心からお
慶び申し上げます。
　さて、建設部では、本
年が最終年度となる「ふ
るさと秋田元気創造プラ
ン」の各戦略・施策を支
える横断的な取組とし
て、社会資本整備の推進
に取り組んできたところ
であります。
　昨年は、日本海沿岸東
北自動車道「金浦～仁賀

保」間の開通や、「遊佐～
象潟」間の都市計画決定、
「二ツ井白神～あきた北空
港（仮称）」間の現道活用
方式が国に認められるな
ど、ミッシングリンク解消
に向けて大きく前進した年
になりました。
　今後は、残る未着手区
間の日本海沿岸東北自動
車道「二ツ井白神～きみ
まち阪」間、「遊佐～象
潟」間の早期事業化、東
北中央自動車道「山形県
の昭和～雄勝こまち」間
の計画段階評価箇所への
早期位置付けを、引き続
き国に強く働きかけてま
いります。
　一方、近年は地震や豪

昨年の建設業における休
業４日以上の労働災害は、
一昨年に比べやや増加で
推移しております。しかし
ながら、昨年５月には全事
業主宛の転倒防止プロ
ジェクトチームの活動と
して文書要請、１０月には
死亡災害発生に伴う緊急
要請等、貴協会との協力関
係の中、会員事業主へのす
みやかな情報伝達に努め
てきたところであり、その
範囲においては一定の成
果があったものと信じて
いるところです。今後とも
しっかりと意思疎通の上、
連携した災害防止活動等
をとることにより、地域の
安全確保を図りたいと考
えております。
秋田労働局では、様々な課
題の解決に向けて各種施
策を推進するとともに、
「誰もが出番と居場所のあ
る社会」、「働きがいのある

人間らしい仕事」（ディー
セント・ワーク）や「仕事と
生活の調和」（ワーク･ライ
フ･バランス）などの実現
を目指して労働基準、職業
安定、雇用均等行政が一体
となって県民の皆様が安
全で安心して働くことが
できるよう積極的な行政
運営を図ることとしてお
ります。
つきましては、本年も引き
続きまして、貴協会並びに
会員の皆様の労働行政に
対するご理解とご協力を
よろしくお願い申し上げ
ます。
最後に、本年が、経済の回
復が進み、社会資本の整備
を担う社団法人秋田県建
設業協会の益々のご発展、
会員皆様のご繁栄をご祈
念申し上げ年頭のごあい
さつといたします。

　明けましておめでとう
ございます。
　新年を迎えるにあたり、
会員皆様方のご健勝とご
繁栄を心よりお慶び申し
上げます。
　また、昨年中は、労働行
政の運営に格別のご理解
とご協力を賜り厚く御礼
申し上げます。
　さて、県内の経済情勢
は、国内景気が世界景気の
減速等を背景として弱い
動きとなっている中、円高
の影響や大手企業の工場

再編により多くの離職者
が地域的に発生しており、
県内の雇用失業情勢は、有
効求人倍率が0．7倍前後で
推移するなど依然として
厳しさが残り改善の動き
に足踏み感が窺われる状
況となっております。
こうした中で、昨年夏以
降、企業倒産の増加ととも
に労働基準監督署に寄せ
られる賃金不払いや解雇、
サービス残業等の相談や
申告が増加しており、最低
労働基準の確保改善に向
けた監督指導を実施する
とともに、改正労働契約
法、職場のパワーハラスメ
ントの予防・解決に向けた
提言の周知啓発にも努め
てまいります。

リンクの解消に向けて取
り組んでまいります。
　また、雄物川、子吉川に
おいては、昨年7月下旬か
ら10月下旬にかけて記録
的な渇水に見舞われまし
た。関係機関の皆様と情報
連絡会を開催するなどによ
り、農業用水、工業用水、
観光面への影響等を最小限
にすべく渇水対応と情報共
有を図り、10月下旬以降
の降水により11月29日に
ようやく渇水対策支部の解
除に至った次第です。今後
も関係機関と連携し、適切
な対応を図ってまいりま
す。また、依然として不十
分な雄物川、子吉川の治水
安全度の向上を引き続き図
るとともに、関係の各自治
体とも連携し水防体制の強
化にも取り組みます。
　今年も秋田河川国道事務
所は、地域の皆様、建設産

業に従事される皆様ととも
に、安全・安心な社会の実
現に向けて取り組んでまい
る所存です。また、太平洋
岸に未曾有の被害をもたら
した東日本大震災は、経験
したことのない規模の大災
害であり、復興に向けては
長丁場の取り組みとなりま
す。我が国にとって重要な
課題である被災地の復興に
向け、東北地方整備局の一
員として取り組んでまいり
ます。引き続きご理解とご
協力をお願い申し上げると
ともに、皆様のご健康と
益々のご活躍を御祈念申し
上げ、年頭のご挨拶といた
します。

　平成25年の年頭にあた
り、謹んで新年のお慶び
を申し上げます。
　皆様には、日頃より国
土交通行政の推進にご理
解とご協力を賜り、厚く
御礼申し上げます。
　昨年は、東北地方に
とっては東日本大震災か
らの「復興元年」という
位置づけの年でした。震
災発生時には、不通と
なった太平洋側のルート
に代わり、日本海側の

ルートを利用して物資等
が輸送されました。その
際、日本海側のネット
ワークが弱く迅速な物資
輸送に課題が生じたこと
で、東日本大震災は、戦
略的な幹線道路ネット
ワーク強化の必要性を改
めて認識する出来事とも
なりました。昨年の10月
には、地域の皆様のご支
援のおかげもあり、日沿
道の金浦～仁賀保間を延
伸開通することができま
した。引き続き、残る象
潟～金浦間の事業推進を
図るとともに、秋田・山
形県境区間のミッシング
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要性など、国民の建設業に対
する認識が少しずつ変わって
きておりますが、今後は一層、
建設業の必要性や責務をしっ
かりと国民・社会に対し発信
していくことが重要だと思い
ます。

　また近年、若者の建設業離
れが進み、このままでは日本
が世界に誇る技術・技能の伝
承ができなくなるだけでな
く、将来の国民の安全・安心が
担えなくなると危惧されてお
り、国土交通省が示した「建設
産業の再生と発展のための方
策2012」でも取り組むべき課
題の一つに、技術者や技能者
の確保・育成が挙げられてお
ります。
　この問題についても、我々
建設業が国民・社会から正し
く理解され、働く人々が夢と
希望を持ち、安心して将来を
託せる魅力ある産業となるこ
とによって、業界全体で歯止
めをかけていかなければなら
ないと考えております。

　我々建設業界は、社会資本

の整備や維持管理などを通じ
て、経済の発展に貢献しつつ、
国民の生命と財産を守り、地
域の安全・安心を確保すると
いう役割を担っており、その
重要な役割は今後も決して変
わるものではありません。こ
のことをしっかりと心に重く
受け止め、地域社会に必要不
可欠な建設産業を維持してい
くため、入札契約制度や建設
生産システム改善に向けての
提言活動および国民・社会に
対する広報活動等について、
47都道府県建設業協会と連携
し、積極的な事業運営に邁進
してまいりたいと存じます。
　今年はこれまでの努力が実
を結び、建設業界、さらには日
本経済が活性化し、将来に向
けての明るい年となることを
期待するとともに、我々建設
業界も一丸となって企業の社
会的責任を果たして参る所存
です。
　最後に、各都道府県建設業
協会、並びに会員企業の皆様
のご健勝とご多幸を祈念いた
しまして年頭のご挨拶といた
します。

　平成25年の新春を迎え、謹
んで年頭のご挨拶を申し上げ
ます。平素は本会の事業活動
に対し格別のご支援・ご協力
を賜り、改めて厚く御礼を申
し上げます。
　昨年一年は、震災からの復
興の年でもありました。政府
は、一刻も早い被災地の復興
を成し遂げるため復興庁を発
足させるとともに、復興を早
く進めるため様々な支援制度
を創設しました。そして、今な
お果断に復興事業が進められ
ております。
　しかし、今年の3月で発生か
らちょうど2年が経過します
が、本格復興に向けては、まだ

相当の時間が必要だと思われ
ます。被災地の復興・再生につ
いては、今後においても我々
建設業界が気を緩めることな
く、その中心的な役割を担う
という責任感を持って貢献し
ていかなければならないと考
えております。

　近年においては、多発する自
然災害により、全国各地で甚大
な被害が発生しております。ま
た、昨年12月には中央自動車
道笹子トンネルで天井板崩落
事故が起こり、全国で老朽化が
進む社会資本の維持管理への
対応が、重要かつ喫緊の課題と
して認識されました。
　これらのことは、脆弱な国
土を持つ我が国の防災体制や
危機管理体制および社会資本
整備のあり方に根源的な問い
を投げかけました。最近では、
社会資本整備や公共事業の重

種事業を強力に推し進めるこ

ととしております。

　特に、本年4月には国の第

12次の労働災害防止計画が

スタートすることから、当協

会においては、これに合わせ

て第7次建設業労働災害防止

5カ年計画を策定し、その周

知徹底を図ることとしており

ます。なお、策定に当たって

は、最近の建設労働災害の発

生状況を踏まえ、墜落・転落災

害の防止対策の強化、職長･安

全衛生責任者教育や建設従事

者教育の実施の促進等を重点

対策として盛り込むことを検

討しております。

　建設従事者が日々行ってい

る仕事は、社会にとって、また

国民一人ひとりにとって大変

重要なものばかりです。建災

防としては、その重要な役割

を担っている方々を悲惨な労

働災害に遭わせることは絶対

にあってはならないとの思い

を皆様と共有し、第6次5カ年

計画に基づく安全衛生活動の

総仕上げに当たるとともに、

第7次計画における新たな目

標の達成に向けて安全衛生水

準の一層の向上に努めてまい

る所存です。

　その一環として、本年も10

月10日、11日の両日、「第50

回全国建設業労働災害防止大

会（新潟大会）」を新潟市の朱

鷺メッセをメイン会場として

開催し、安全衛生意識の高揚

並びに安全衛生情報と安全衛

生管理ノウハウの共有を図る

こととしております。皆様に

おかれましても新潟大会に是

非ご参加をいただきますよう

お願い申し上げます。

　会員の皆様をはじめ、関係

各位の益々のご健勝とご発展

を心より祈念いたしまして、

新年のご挨拶といたします。

　平成25年の新春を迎え、謹

んで年頭のご挨拶を申し上げ

ます。

　我が国の建設労働災害は、

会員各位をはじめ関係者の労

働災害防止に寄せる熱意と長

年にわたる地道なご努力によ

り着実に減少してきました。

　しかしながら、平成23年に

は休業4日以上の死傷災害が

33年ぶりに増加に転じ、また

死亡災害も平成22年から2年

間にわたり当面の目標として

いた365人以下となったにも

かかわらず、平成24年は一転

して急増し、再び400人に達す

るおそれのある極めて憂慮す

べき状況にあります。

　増加している要因として

は、近年東日本大震災をはじ

めとする自然災害が多発し、

通常の工事よりも厳しい条件

の下で復旧・復興工事が行わ

れていること、安全衛生管理

について豊富な知識と経験を

有する方々が退職年齢を迎

え、現場の安全衛生管理能力

が低下していることなどが考

えられます。

　新年を迎え、当協会として

は、このような状況を打破し、

建設労働災害の着実な減少、

さらには根絶を図るため、各

を数え、これまで累計で

210万人の退職者に対して

1兆4,616億円の退職金を

お支払いしています。

　建設業が地域経済の中核

を担う魅力ある産業として

発展していくためには、建

設労働者の雇用の安定と福

祉の増進、職場の魅力づく

りなどを進め、将来を担う

若手建設労働者の確保、育

成を図っていくことが不可

欠ですが、建退共制度は、

広く建設現場で働く方々へ

の退職金の支給を通じて、

建設業で働く魅力を高める

一助となり、ひいては優秀

な人材確保にも役立つもの

です。

　当機構は、独立行政法人

に移行して今年で10年に

なります。本年度からは新

しい中期計画に沿って仕事

を進めてまいりますが、引

き続き、建退共制度の安定

的で効率的な運営に努め、

確実な退職金の支給に一層

努力してまいる所存でござ

いますので、本年も、建退

共への加入と証紙の適正な

貼付につきまして、倍旧の

ご支援を賜りますようよろ

しくお願い申し上げます。

　貴協会並びに会員の皆様

のご発展、ご健勝を祈念い

たしまして、年頭のご挨拶

といたします。

　新春を迎え、謹んで新年

のご挨拶を申し上げます。

　皆様には、昨年も建設

業退職金共済制度（建退

共制度）の運営に多大な

ご支援、ご協力を賜りま

したことを、厚く御礼申

し上げます。

　東日本大震災から2年近

くが経過いたしますが、

瓦礫処理や復興計画は進

みつつあるものの、まだ

多くの方々が仮設住宅で

の生活や避難生活を余儀

なくされております。そ

うした中、震災後より復

旧・復興のために建設現

場で働かれている皆様に

は深く敬意を表します。

　建退共制度は、昭和39

年10月に発足し、本年で

49年目を迎えます。おか

げさまで、当制度への加入

契約者数は17万9千事業

所、被共済者数は292万人

物と感謝しております。

　当団の中長期的課題であ

ります改正保険業法問題及

び公益法人改革問題につき

ましては、改正保険業法問題

は平成22年に成立した法律

に基づき、「認可特定保険業

者」の認可を取得した上で、

当分の間現行同様の共済事

業が継続して実施できるよ

う、昨年末には監督官庁であ

る厚生労働省・国土交通省に

申請を行いました。また、公

益法人改革問題も「公益財団

法人」の認定取得を目指し

て、現在内閣府公益認定等委

員会に認定申請を行ってお

ります。本年は、これらの手

続きを完了した上で、4月1

日を目途に新たなスタート

を切りたいと考えておりま

す。

　私ども役職員一同、建設業

発展の為に、更なる努力を重

ねて参る所存ですので、皆様

方には一層のご理解とご支

援を賜りますようお願い申

し上げます。

　年頭にあたり、皆様方の今

後益々のご隆昌とご健勝を

心からお祈り申し上げ、ご挨

拶と致します。

　新春を迎えるにあたり、謹

んで年頭のご挨拶を申し上

げます。

　我が国の経済は、リーマン

ショック以来の円高、株価の

低迷、デフレ問題等に対し、

効果的な対応が出来ぬまま

年を越してしまいましたが、

今年こそは経済の再活性化

を期待したいと思います。

　このような中で当団が実

施しております建設共済事

業は、各都道府県建設業協会

の皆様のご協力を頂きなが

ら、年度当初の事業計画に新

規契約獲得900社を目標に

掲げ、加入促進及び更新契約

の確保に努めております。そ

の結果、残念ながら事業規模

の縮小傾向が見られるもの

の、事業の収支状況はお陰様

で安定的に推移しており、健

全な事業運営を継続するこ

とが出来ております。これも

皆様方のご理解ご協力の賜
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要性など、国民の建設業に対
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して、社会保険未加入問題

への取組が挙げられます。

また、地域に根ざしてしぶ

とく生き抜いていく若手経

営者の取組も各地で始まっ

ています。

　戦略的広報の基本は、

もっと身近な産業として、

建設業に「関心」を持っても

らう事だと思います。「地域

の安全の守り手」という姿

に加え、国境がなくなりつ

つある製造業と異なり、建

設産業は「日本の若者の雇

用を守る産業」であること

も伝えていくべきテーマで

す。社会保険未加入問題は、

発注単価からさらに、発注・

契約の仕組みの議論を誘発

しています。この取組は、発

注から元請へ、元請から下

請へ、そして現場の労働者

へと矛盾がしわ寄せされて

きた流れを逆転させる可能

性を見せ始めたと言えそう

です。

　建設業振興基金は、昨年

四月に策定した「中期経営

方針」に基づく取組の二年

目を迎えます。昨年夏に実

施した“お役立ち度UP”

キャラバン2012では、まだ

まだ我々の活動が建設産業

界の期待に十分応えていな

いことが明らかになりまし

た。「お役に立てる専門家集

団」をめざして、今年も職員

一体となって取り組んで参

ります。

　皆様のご商売の繁盛と、

お一人お一人のご健康、ご

多幸を心よりご祈念もうし

あげます。

　明けましておめでとうご

ざいます。

　平成25年の新春を迎え、

謹んで年頭のご挨拶を申し

上げます。

新年こそ、この国が経済大

国としての力強さを取り戻

し､暮らしの先行きに希望

が持てること、国民のこの

願いにしっかりとした道筋

が見える年になって欲しい

ものです。

　昨年も厳しい年でした

が、その中で何とか活路を

見いだそうと様々な取組

が始まった年でもありま

した。

　公共事業を巡っては、地

域を守る建設業への認識が

浸透し発注の在り方を見直

す動きが国、県レベルで真

剣に行われています。また、

東日本大震災等の災害復旧

から、さらに、国土全体の災

害への備えを見直そうとい

う動きが始まっています。

　業界の取組としては、戦

略的広報への工夫が様々な

レベルで始まったこと、そ

き進めて行く中で、前払保

証事業が公共事業の円滑な

施工に寄与できるよう、よ

り一層努力する所存でござ

います。

　一方、わが国経済は長引

く円高に加えまして、昨年

の欧州債務危機等が抜本的

な解決に至っていない事等

により、依然、景況感が改

善しつつあるという実感を

得るには遠いものがありま

す。

　公共工事の前払保証事業

におきましても、国の公共

事業費が減少し、自治体の

建設投資にも大きな影響が

及ぶ中、秋田支店の上半期

末の保証実績は、請負金額

ベースで対前年度比マイナ

ス16.7％と低調な結果とな

りました。

　よって、この第4四半期

以降におきましては、昨年

の2011年度当初予算の公共

事業関係費5％の執行留保

の解除、並びに第3次補正

予算が成立した後の、早期

事業化、執行拡大が強く望

まれるものでございます。

　弊社としても、引き続き

前払金制度の利用拡大に向

けた活動をさせていただく

と共に、「地域建設業経営

強化融資制度」や「下請債

権保全支援事業」等へも積

極的に対応していく所存で

ございますので、貴協会、

並びに会員の皆様からの、

さらなるご支援、ご協力を

賜りますよう何卒宜しくお

願い申し上げます。

　最後に、本年が皆様に

とって良い年になりますよ

う心から祈念申し上げ、新

春の挨拶にかえさせていた

だきます。

　謹んで新春のお慶びを申

し上げます。

　貴協会、並びに会員の皆

様には、平素より前払金保

証・契約保証事業、子会社

の㈱建設経営サービスの事

業等に対し、格別のご協

力、ご高配を賜り心から御

礼申し上げます。

　昨年は、本県におきまし

ても6、7月末や8月中旬の

大雨などで多くの被害を受

けた年でした。

このような自然災害に対し

ては、爾後の復旧活動が早

期に求められる事は言うま

でもありませんが、地場の

建設企業の皆様が、その地

域に精通しているからこそ

迅速な対応ができたという

ことを、地域住民の方にも

再認識して頂く事ができた

年だったと思います。

　今後も、河川・道路整備

や災害に強い高速道路網・

港湾の整備等を加速化する

ことが、大震災の教訓を踏

まえた、強い国土づくりの

一環としても大変重要だと

思いますし、インフラの維

持管理や除雪なども引き続

いたしました。日本を立て

直すと訴えた安倍総理のも

と、今後のゆくえに国民の

期待が寄せられておりま

す。特にデフレと円高の解

消ができなかったにもかか

わらず、民主党は最後まで

公共事業の削減が正しいと

主張しておりましたが、景

気対策と防災対策に公共事

業が必要と訴えた自民党が

国民の支持を得た事は心強

い限りであります。

　今後は建設国債が発行さ

れ景気対策がとられると期

待されますが、建設業界は

国民の期待に応えその責任

を果たし、地域に貢献しな

がら持続的な発展を遂げら

れる産業になるよう努力し

て参らなくてはならないと

存じます。

　国においては「建設産業

の再生と発展のための方策

2012」が提言され、秋田県

においても「秋田県建設産

業振興プラン」が策定され

ました。これを受けて協会

としても、建設業協会のビ

ジョンを策定して今後のあ

るべき姿を示しておりま

す。本年が私共にとって大

きな発展の転機になること

を念願しております。

　本年も関係各位の一層

のご支援、ご協力をお願

い申し上げますと共に、

皆様のご健勝、ご多幸を

お祈り致しましてご挨拶

といたします。

　新年明けましておめでと

うございます。平成25年の

新春を迎え、謹んでお慶び

を申し上げます。

　昨年は東日本大震災から

一年経過し、被災地ではい

よいよ復旧から復興へと本

格的な取り組みが進み、東

北は一つというスローガン

のもとに、被災地以外から

の業者からの参入を促す方

策も取られる一方、日本海

側の日沿道や港湾の整備な

どにも予算が配分され事業

の増加に期待がもたれるよ

うになりました。また想定

外の大災害を教訓に防災、

減災という意識が強まり、

それを担う公共事業が見直

される空気も生まれて参り

ました。また原子力発電所

の事故を契機にエネルギー

政策が議論され、風力や太

陽光発電が新しい事業とし

て脚光を浴びるようになっ

て来るなど、建設産業に

とって新たな展開が見えて

参りました。

　一方、政治の面では3年

4ヶ月政権を担ってきた民

主党がついに解散に追い込

まれ、再び自公政権が誕生

副 会 長

加　藤　憲　成

思います。

　会員の皆さん思い出して

下さい。公共事業は昔から

景気対策の呼び水になって

いました。戦後からの50数

年を見ればわかると思いま

す。それは、生活水準を見れ

ばわかります。しかし、十数

年来、公共事業が悪玉にさ

れ事業費の削減が続きまし

たが、景気は一向に良くな

らず不況状態がますます続

いております。

　これから日本は少子高齢

化社会を迎えます。特に秋

田県はもう入っています。

今のうちに公共施設の維持

補修や更新に伴う事業、そ

して、多発している自然災

害に備えての整備をしなけ

ればいけません。

　県協会でも国・県・他の官

庁に繰り返し陳情を行って

います。

　また、これからも会員の

皆様のご協力のもと、地域

の「安全・安心」を第一に、今

までの公共事業費削減に

よって厳しくなった経営環

境の整備、施工の合理化や

技術力の向上に取り組まな

ければいけません。

　それでは、本年も厳しい

経済状況が続くと思います

が、干支の巳年（巳は富貴の

シンボル）にあやかり、会員

の皆様が知恵を出し合い、

協会の運営にご協力をお願

いします。

　会員の皆様のご繁栄とご

多幸をお祈りして、新年の

挨拶といたします。

　あけましておめでとうご

ざいます。

　昨年来、世界経済は不況

から抜け出せない状況が続

いており、EUをはじめ米

国・日本などの先進国やい

わゆる新興国においても中

国の景気後退の影響で経済

が低迷しています。

　今後、米国のオバマ大統

領再選、中国の習体制、日本

の新政権に期待されるとこ

ろです。

　特に日本では、電機業界

を始めすべての業種で景気

が後退しており、景気動向

を見ると震災地だけが景気

が良く、他は悪くなってい

ます。

　隣県の秋田県でも公共事

業が非常に厳しい中で、復

興工事の協力体制の早期構

築が望まれます。

　また、今回の大震災を契

機として、いざという時に

復旧・復興を担うべき地域

の建設業界は、今まで厳し

い経営が続いたことで十分

にはできなかった人材の育

成や待遇面の改善などを早

急に対処しなければいけま

せん。

　そして、たとえば建設会

社を避難場所として提供す

るなど、できる限り地域に

貢献しなければいけないと

年頭の御挨拶
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下さい。公共事業は昔から

景気対策の呼び水になって

いました。戦後からの50数

年を見ればわかると思いま

す。それは、生活水準を見れ

ばわかります。しかし、十数

年来、公共事業が悪玉にさ

れ事業費の削減が続きまし

たが、景気は一向に良くな

らず不況状態がますます続

いております。

　これから日本は少子高齢

化社会を迎えます。特に秋

田県はもう入っています。

今のうちに公共施設の維持

補修や更新に伴う事業、そ

して、多発している自然災

害に備えての整備をしなけ

ればいけません。

　県協会でも国・県・他の官

庁に繰り返し陳情を行って

います。

　また、これからも会員の

皆様のご協力のもと、地域

の「安全・安心」を第一に、今

までの公共事業費削減に

よって厳しくなった経営環

境の整備、施工の合理化や

技術力の向上に取り組まな

ければいけません。

　それでは、本年も厳しい

経済状況が続くと思います

が、干支の巳年（巳は富貴の

シンボル）にあやかり、会員

の皆様が知恵を出し合い、

協会の運営にご協力をお願

いします。

　会員の皆様のご繁栄とご

多幸をお祈りして、新年の

挨拶といたします。

　あけましておめでとうご

ざいます。

　昨年来、世界経済は不況

から抜け出せない状況が続

いており、EUをはじめ米

国・日本などの先進国やい

わゆる新興国においても中

国の景気後退の影響で経済

が低迷しています。

　今後、米国のオバマ大統

領再選、中国の習体制、日本

の新政権に期待されるとこ

ろです。

　特に日本では、電機業界

を始めすべての業種で景気

が後退しており、景気動向

を見ると震災地だけが景気

が良く、他は悪くなってい

ます。

　隣県の秋田県でも公共事

業が非常に厳しい中で、復

興工事の協力体制の早期構

築が望まれます。

　また、今回の大震災を契

機として、いざという時に

復旧・復興を担うべき地域

の建設業界は、今まで厳し

い経営が続いたことで十分

にはできなかった人材の育

成や待遇面の改善などを早

急に対処しなければいけま

せん。

　そして、たとえば建設会

社を避難場所として提供す

るなど、できる限り地域に

貢献しなければいけないと

年頭の御挨拶
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負荷の軽減、災害時の機動
的敏速な出動等地域貢献を
図り、真に必要な公共事業
の重要性をアピールしなが
ら、地域建設業の持続的発
展に資する活動を強化しな
ければならないものと考え
ております。

　又、東日本大震災におけ
る被災地支援ですが、新聞
報道によると震災後２年近
くも経過しているにもかか
わらず、未だ復興事業の進
捗は遅れているようです。
当支部においても多くの会
員は、復興JVの登録も含
め、既に被災地の企業の要
請に応じて協力応援に出向
いておりますが、工事資材
の確保に難儀しておりま
す。千年に一度の国難と言
われる事象においては、超
常的な対応も考慮すべき

で、例えば国が資材供給施
設を整備するとか、又は材
料支給等の措置を執る等す
べきではないでしょうか。
また復興支援建設産業サ
ポート事業にも取り組んで
おりますが、まだ目だった
成果が出ておりませんが、
情報収集の強化と会員の受
注及び工事施工の環境改善
について、今後前進するよ
う努める所存でございま
す。

　最後に、国土強靱化計画
を策定し、円高・デフレか
らの脱却に向けた「リフレ
政策」を掲げる自公政権に
期待して、今年こそは希望
の持てる明るい年であるこ
とを信じて、会員及び関係
各位のご健勝とご繁栄をお
祈り申し上げまして、年頭
のご挨拶といたします。

　新年明けましておめでと
うございます。
　平成25年の年頭にあた
り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。

　さて、当支部は公益法人
制度改革に伴い、本年4月1
日から一般社団法人に移行
する予定としており、これ
に併せて大災害時にも対応
できる施設整備として建設
業会館の建設を進め、昨年

末完成しました。構造は東
日本大震災の発生を受け地
域建設業の拠点として、災
害協定における災害対応等
その役割を十分に発揮でき
うる機能を持たせるため、
総合耐震性構造体Ⅱ類の採
用と、ライフライン断絶時
においても、照明・通信設
備、上下水道・暖房設備の
使用を可能とする対策、並
びに壁は外断熱の高断熱化
で空調負荷を低減、照明は
全てLED電球とすると共に
太陽光発電装置を設置する
等省エネ性・経済性を図る
こととしております。
　新組織への移行に当たっ
ては、新制度に合致したガ
バナンスの強化等適正な組
織運営と、民による公益の
増進に寄与するため、地方
経済の活性化、地域雇用の
確保、周辺住民等への工事

字と相変わらず経済不況は

続いており、まだまだ厳し

いものがあります。新政権

においては、公共事業が日

本を救う重要性を理解し、

一刻も早く不況を打開し、

わが国の経済を再構築しつ

つ起爆剤として大いに期待

するところであります。

　更には、大型補正を組み、

公共事業の前倒しにも期待

したいと考えます。

　一昨年の3.11東日本大震

災により壊滅的な被害を受

け、現在も仮設住宅での生

活を余儀なくされている被

災者、放射能汚染など一日

も早い復興を心よりお祈り

せずにはいられません。被

災地の復興は、未だ本格化

の兆しが薄く新政権が最大

の課題として取り組んでい

ただきたいと考えます。

　また、新政権は国土強靭化

を掲げ、今後10年間で200

兆円規模の公共事業の必要

性を打ち出しました。多いに

期待したいと思います。

　そして業界発展のため、

会員一同難局を乗り越え、

平成25年が明るい年であり

ますよう節に希望し、皆様

のご健勝とご繁栄を心より

お祈り申し上げ、年頭のご

挨拶としたいと思います。

　新年あけましておめでと

うございます。

　平成25年の年頭にあた

り、謹んで新春のお慶びを

申し上げます。

　昨年12月の総選挙におい

て、コンクリートから人へ

の民主党政権から保守回帰

と自民党が圧勝し、活気的

な24年の締めくくりとなり

ました。

　未だ建設業を取り巻く

環境は、民主党政権下にお

いて公共投資の急激、かつ

大幅は削減により厳しい

経営に直面しております。

しかしながら建設産業は

地域経済、雇用を生み出す

ものであり、社会に貢献し

信頼されるものと信じて

おります。

　安心、安全で暮らすため

にもっとも社会生活が維持

される上で必要不可欠な建

設産業であると考えます。

　さて、欧州発の財政危機、

デフレ、円高、株安、財政赤

り組んだ成果の一つとして
大きく報道していました
が、様々な問題が噴出する
結果となったと思っていま
す。災害の多い日本で、国家
の使命である国民の生命と
財産を守り、国家の繁栄を
維持向上させるという基本
的な考えが足りなかったの
ではないでしょうか。また、
国内での安定的なエネル
ギーの確保ができず資源を
持たない日本が繁栄を維持
していくためには、生産や
サービス等の拠点づくりや
地域と地域のポテンシャル
を結び連携するためのイン
フラ整備は必要不可欠なも
のであると考えています。
自由民主党が掲げる「国土
強靭化計画」は、日本国民の
生命と財産を守るばかりで
なく、国土の均衡ある発展、
さらには日本に持続可能な
繁栄をもたらすための将来
への投資であり、大いに期
待するものであります。中
央も地方も官民が分け隔て

なく知恵をだし、そして力
を合わせて国造り、地域づ
くりに真剣に取り組まなけ
ればならない時であり、そ
のチャンスが到来したと考
えています。
　地域に暮らす私どもは、
安全・安心と利便性・快適性
を望む住民の声がある限
り、その実現に向け一翼を
担い、地域とともに歩み、と
もに暮らして行かなければ
なりません。地域の繁栄を
目指し、若者に夢と希望を、
中高齢者には安全と安心を
提供できる業界として、役
割を十分に認識し将来に向
かって一歩でも前進しなけ
ればならないと考えていま
す。そして、新しい年がその
スタートとなる1年になる
ことを願っております。
　最後に、本年が建設業界
にとりまして明るい年とな
ることを願い、また皆様方
のご繁栄とご健勝を心より
ご祈念申し上げ、新年のご
挨拶と致します。

　新年あけましておめでと
うございます。平成25年の
年頭にあたり、謹んで新春
のお慶びを申し上げます。
　私どもの協会は、昨年、4
月より一般社団法人となり
新たなスタートをきりまし
た。業界を取り巻く環境は
依然として厳しく、会員が
減っていくという状況では
ありましたが、初期の目的
を達しながら新年を迎える
ことができました。会員一
同が努力した結果ではあり
ますが、なによりも関係機
関のご指導の賜物と感謝し
ております。

　能代山本地域でも少子化
と若者の流出が続き、高齢
化が加速度的に進行してお
ります。このままでは、急激
な人口減少を招き、医療や
福祉、教育をはじめ、生活に
必要な様々なサービスが低
下することになり地域の力
が衰退し、将来は地域存亡
の危機に陥るのではないか
と危惧しております。業界
を取り巻く環境も長引く不
況とデフレ、そして公共事
業予算の大幅な減少等によ
り一層の厳しさを増してお
り、安定的な経営が困難な
時代となっています。全体
的に就業者数が減少してい
るばかりでなく、若手が少
ないことから高齢化が進
み、技術の継承が確実にで
きるのか等の将来に対する
不安を抱えています。
　このような中、「コンク
リートから人へ」の政策を
打ち出した民主党政権は、
この3年間で公共事業予算
を32％も削減し、政権の取

聞きます。特に、沿岸部の国

道45号等については、震災

直後から、地元建設業等の

協力が得られ、救援ルート

が速やかに確保できたとの

こでした。

　必要な時に、必要な道路

がつながっていることがど

れほど大切であるか思い知

らされましたし、国民生活

や経済社会活動を支えるた

めには、地方が必要とする

道路整備を確実に進めてい

く必要があると思います。

　地方の経済は、公共事業

の投資・拡大なくしては、他

の経済への波及・拡大もな

いと考えております。

　新政権のデフレ脱却の

経済政策に期待しており

ます。

　本年も、関係皆様の一層

のご支援・ご協力をお願い

申し上げますとともに、皆

様のご健勝・ご繁栄を祈念

いたしまして、年頭のご挨

拶といたします。

　謹んで新年のお慶びを申

し上げます。

　東日本大震災からまもな

く2年になりますが、被災地

の復旧復興は、なかなか進

んでおりませんし、今もな

お仮設住宅で不便な生活を

余儀なくされている人がい

るのに政府を含めて自分た

ちの権益のことばかりを唱

えているように見えます。

　復旧復興予算に係る入札

も不調が多く、もっと東北

管内への協力要請等により

速やかな復旧復興を図れな

いものか、と思います。

　そのような中で、衆議院

が解散し、師走選挙となり、

第三極の去就が注目されま

したが、自民党・公明党が政

権を取り戻しました。

　ここ数年間の朝令暮改的

な政策から脱却し、若者に

元気と雇用を生み出し、安

心して子育てができる社会

を構築してほしいと思って

おります。人口の減少は、国

の衰退です。

　そして、地方の活力が失

われれば、国全体の活力が

失われます。

　今度の震災では、自衛隊

等が被災地に入る前に道路

の啓開が実施されていたと

副 会 長

菅　　　良　弘
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図り、真に必要な公共事業
の重要性をアピールしなが
ら、地域建設業の持続的発
展に資する活動を強化しな
ければならないものと考え
ております。

　又、東日本大震災におけ
る被災地支援ですが、新聞
報道によると震災後２年近
くも経過しているにもかか
わらず、未だ復興事業の進
捗は遅れているようです。
当支部においても多くの会
員は、復興JVの登録も含
め、既に被災地の企業の要
請に応じて協力応援に出向
いておりますが、工事資材
の確保に難儀しておりま
す。千年に一度の国難と言
われる事象においては、超
常的な対応も考慮すべき

で、例えば国が資材供給施
設を整備するとか、又は材
料支給等の措置を執る等す
べきではないでしょうか。
また復興支援建設産業サ
ポート事業にも取り組んで
おりますが、まだ目だった
成果が出ておりませんが、
情報収集の強化と会員の受
注及び工事施工の環境改善
について、今後前進するよ
う努める所存でございま
す。

　最後に、国土強靱化計画
を策定し、円高・デフレか
らの脱却に向けた「リフレ
政策」を掲げる自公政権に
期待して、今年こそは希望
の持てる明るい年であるこ
とを信じて、会員及び関係
各位のご健勝とご繁栄をお
祈り申し上げまして、年頭
のご挨拶といたします。

　新年明けましておめでと
うございます。
　平成25年の年頭にあた
り、謹んで新春のお慶びを
申し上げます。

　さて、当支部は公益法人
制度改革に伴い、本年4月1
日から一般社団法人に移行
する予定としており、これ
に併せて大災害時にも対応
できる施設整備として建設
業会館の建設を進め、昨年

末完成しました。構造は東
日本大震災の発生を受け地
域建設業の拠点として、災
害協定における災害対応等
その役割を十分に発揮でき
うる機能を持たせるため、
総合耐震性構造体Ⅱ類の採
用と、ライフライン断絶時
においても、照明・通信設
備、上下水道・暖房設備の
使用を可能とする対策、並
びに壁は外断熱の高断熱化
で空調負荷を低減、照明は
全てLED電球とすると共に
太陽光発電装置を設置する
等省エネ性・経済性を図る
こととしております。
　新組織への移行に当たっ
ては、新制度に合致したガ
バナンスの強化等適正な組
織運営と、民による公益の
増進に寄与するため、地方
経済の活性化、地域雇用の
確保、周辺住民等への工事

字と相変わらず経済不況は

続いており、まだまだ厳し

いものがあります。新政権

においては、公共事業が日

本を救う重要性を理解し、

一刻も早く不況を打開し、

わが国の経済を再構築しつ

つ起爆剤として大いに期待

するところであります。

　更には、大型補正を組み、

公共事業の前倒しにも期待

したいと考えます。

　一昨年の3.11東日本大震

災により壊滅的な被害を受

け、現在も仮設住宅での生

活を余儀なくされている被

災者、放射能汚染など一日

も早い復興を心よりお祈り

せずにはいられません。被

災地の復興は、未だ本格化

の兆しが薄く新政権が最大

の課題として取り組んでい

ただきたいと考えます。

　また、新政権は国土強靭化

を掲げ、今後10年間で200

兆円規模の公共事業の必要

性を打ち出しました。多いに

期待したいと思います。

　そして業界発展のため、

会員一同難局を乗り越え、

平成25年が明るい年であり

ますよう節に希望し、皆様

のご健勝とご繁栄を心より

お祈り申し上げ、年頭のご

挨拶としたいと思います。

　新年あけましておめでと

うございます。

　平成25年の年頭にあた

り、謹んで新春のお慶びを

申し上げます。

　昨年12月の総選挙におい

て、コンクリートから人へ

の民主党政権から保守回帰

と自民党が圧勝し、活気的

な24年の締めくくりとなり

ました。

　未だ建設業を取り巻く

環境は、民主党政権下にお

いて公共投資の急激、かつ

大幅は削減により厳しい

経営に直面しております。

しかしながら建設産業は

地域経済、雇用を生み出す

ものであり、社会に貢献し

信頼されるものと信じて

おります。

　安心、安全で暮らすため

にもっとも社会生活が維持

される上で必要不可欠な建

設産業であると考えます。

　さて、欧州発の財政危機、

デフレ、円高、株安、財政赤

り組んだ成果の一つとして
大きく報道していました
が、様々な問題が噴出する
結果となったと思っていま
す。災害の多い日本で、国家
の使命である国民の生命と
財産を守り、国家の繁栄を
維持向上させるという基本
的な考えが足りなかったの
ではないでしょうか。また、
国内での安定的なエネル
ギーの確保ができず資源を
持たない日本が繁栄を維持
していくためには、生産や
サービス等の拠点づくりや
地域と地域のポテンシャル
を結び連携するためのイン
フラ整備は必要不可欠なも
のであると考えています。
自由民主党が掲げる「国土
強靭化計画」は、日本国民の
生命と財産を守るばかりで
なく、国土の均衡ある発展、
さらには日本に持続可能な
繁栄をもたらすための将来
への投資であり、大いに期
待するものであります。中
央も地方も官民が分け隔て

なく知恵をだし、そして力
を合わせて国造り、地域づ
くりに真剣に取り組まなけ
ればならない時であり、そ
のチャンスが到来したと考
えています。
　地域に暮らす私どもは、
安全・安心と利便性・快適性
を望む住民の声がある限
り、その実現に向け一翼を
担い、地域とともに歩み、と
もに暮らして行かなければ
なりません。地域の繁栄を
目指し、若者に夢と希望を、
中高齢者には安全と安心を
提供できる業界として、役
割を十分に認識し将来に向
かって一歩でも前進しなけ
ればならないと考えていま
す。そして、新しい年がその
スタートとなる1年になる
ことを願っております。
　最後に、本年が建設業界
にとりまして明るい年とな
ることを願い、また皆様方
のご繁栄とご健勝を心より
ご祈念申し上げ、新年のご
挨拶と致します。

　新年あけましておめでと
うございます。平成25年の
年頭にあたり、謹んで新春
のお慶びを申し上げます。
　私どもの協会は、昨年、4
月より一般社団法人となり
新たなスタートをきりまし
た。業界を取り巻く環境は
依然として厳しく、会員が
減っていくという状況では
ありましたが、初期の目的
を達しながら新年を迎える
ことができました。会員一
同が努力した結果ではあり
ますが、なによりも関係機
関のご指導の賜物と感謝し
ております。

　能代山本地域でも少子化
と若者の流出が続き、高齢
化が加速度的に進行してお
ります。このままでは、急激
な人口減少を招き、医療や
福祉、教育をはじめ、生活に
必要な様々なサービスが低
下することになり地域の力
が衰退し、将来は地域存亡
の危機に陥るのではないか
と危惧しております。業界
を取り巻く環境も長引く不
況とデフレ、そして公共事
業予算の大幅な減少等によ
り一層の厳しさを増してお
り、安定的な経営が困難な
時代となっています。全体
的に就業者数が減少してい
るばかりでなく、若手が少
ないことから高齢化が進
み、技術の継承が確実にで
きるのか等の将来に対する
不安を抱えています。
　このような中、「コンク
リートから人へ」の政策を
打ち出した民主党政権は、
この3年間で公共事業予算
を32％も削減し、政権の取

聞きます。特に、沿岸部の国

道45号等については、震災

直後から、地元建設業等の

協力が得られ、救援ルート

が速やかに確保できたとの

こでした。

　必要な時に、必要な道路

がつながっていることがど

れほど大切であるか思い知

らされましたし、国民生活

や経済社会活動を支えるた

めには、地方が必要とする

道路整備を確実に進めてい

く必要があると思います。

　地方の経済は、公共事業

の投資・拡大なくしては、他

の経済への波及・拡大もな

いと考えております。

　新政権のデフレ脱却の

経済政策に期待しており

ます。

　本年も、関係皆様の一層

のご支援・ご協力をお願い

申し上げますとともに、皆

様のご健勝・ご繁栄を祈念

いたしまして、年頭のご挨

拶といたします。

　謹んで新年のお慶びを申

し上げます。

　東日本大震災からまもな

く2年になりますが、被災地

の復旧復興は、なかなか進

んでおりませんし、今もな

お仮設住宅で不便な生活を

余儀なくされている人がい

るのに政府を含めて自分た

ちの権益のことばかりを唱

えているように見えます。

　復旧復興予算に係る入札

も不調が多く、もっと東北

管内への協力要請等により

速やかな復旧復興を図れな

いものか、と思います。

　そのような中で、衆議院

が解散し、師走選挙となり、

第三極の去就が注目されま

したが、自民党・公明党が政

権を取り戻しました。

　ここ数年間の朝令暮改的

な政策から脱却し、若者に

元気と雇用を生み出し、安

心して子育てができる社会

を構築してほしいと思って

おります。人口の減少は、国

の衰退です。

　そして、地方の活力が失

われれば、国全体の活力が

失われます。

　今度の震災では、自衛隊

等が被災地に入る前に道路

の啓開が実施されていたと

副 会 長

菅　　　良　弘
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  村　岡　淑　郎

年 頭 所 感

　新年明けましておめでとうございます。

　年頭にあたり謹んでご挨拶を申し上げ

ます。

　2012の世相を1字で表す｢今年の漢字｣

は、｢金｣と発表され、金環日食のほか、ロン

ドン五輪での日本人選手の活躍や、東京ス

カイツリーの開業、山中伸弥教授のノーベ

ル賞受賞などで「多くの金字塔が打ち立て

られた」ことが理由に挙げられました。

　師走の衆議院総選挙において民主党が

壊滅的敗北を喫し、「決められない政治」に

終止符が打たれたことは、大変喜ばしく感

ずるところであります。

　年末において一筋の暁光が射し、新しい

年に希望をつないだ年であったと振り返

るところであります。

　2013年は、新しい政権がスタートいた

しますが、国民の「政治への信頼」を回復す

ることが第一であります。内政、外交とも

に生き詰まった状況をどう打開し、日本再

生にどう道筋を付けるのか、その大前提と

なるのが「政治への信頼」であると考える

ところであります。

　新たな一歩を踏み出した昨年、新しい年

に大きな期待を寄せるところであります。

　新政権は、「国土強靭化基本法」の制定に

よる事前防災の制度の実施、太平洋側の経

済的機能などをバックアップする日本海

国土軸の形成の促進を政権公約に掲げて

おり、その迅速かつ計画的な執行を強く望

むところであります。

　建設産業としては、取り巻く環境の変化

り方については、「技術と経
営に優れた企業」が生き抜
ける制度になっているの
か、今一度検証すべき時期
に来ていると考えておりま
す。「適正な受注価格」「災害
対応・除排雪作業に携わる
地元企業の育成」「雇用と経
済効果」等を考慮した制度
にする必要があり、「良質な
インフラ」「安全・安心な生
活」を国民に提供すること
が最終目的です。その目的
達成に向け協会としては、

発注者・設計者・受注者、三
者間の意思疎通、認識の共
有がなければ成し得ないと
考え、講習・研修会をはじ
め、様々な交流の機会を設
けて参ります。
　結びに、本年も会員各位
をはじめ関係者の皆様の一
層のご協力とご支援をお願
い申し上げますとともに、
皆様の益々のご健勝とご繁
栄をお祈り申し上げまし
て、年頭のご挨拶といたし
ます。

　平成25年の新春を迎え、
謹んで年頭のご挨拶を申し
上げます。
　昨年12月に行われた衆院
選では自民党が圧勝し、安
倍政権が誕生致しました。
日本 の経済は長引くデフ
レ、円高、欧州危機、新興国
の景気減退等により危機的
状況下にあります。国民の
生命と財産、地域の経済・雇
用・生活を守ることが政治
の使命であり、パフォーマ
ンス政治ではなく、政策を
確実に実行していくことが
求められております。今後
の安倍総理の手腕に期待し
たいと思います。
　さて一昨年の東日本大震

災を教訓とした「人命」を守
るインフラの必要性、更に
昨年12月の中央自動車道笹
子トンネル天井崩落事故
は、高度成長期に建設され
た社会資本の老朽化対策ま
たは今後の維持管理の重要
性を再認識することになり
ました。インフラの老朽化
は以前から指摘されており
ましたが、公共事業費の削
減により、選択と集中が余
儀なくされ、メンテナンス
を蔑ろにした結果なのかも
しれません。日本の公共事
業は深刻な財源不足の問題
に直面していることは周知
の事実ではありますが、人
命を守る必要不可欠な事業
でありますので最優先に予
算を確保していただかなけ
ればなりません。また社会
資本はその整備と運用管理
の過程で地域に雇用と大き
な経済効果を生み出しま
す。これらのことは広く国
民にご理解いただく必要が
あります。
　また入札・契約制度のあ

や社会のニーズに対応するため、従前にも

まして品質確保と安全施工に努めながら温

室効果ガスの削減や環境にやさしい工事・

サービスを提供できる建設産業を目指し、

意識改革と構造改革を進め、地域に必要不

可欠な基幹産業として粛々と役割を果たす

ことが肝要と考えるところであります。

　本会は、地域建設業協会及び会員企業と

連携を強化し、策定した「秋田県建設協会

ビジョン」に基づき、業界の資源である人

材の確保・育成をはじめ技術の伝承につい

て集中と選択のもとに会員の自主的な取

り組みを総合的にサポートして参る所存

であります。

　さらには、自然災害等への応援体制を整

えるなど、県民の安心かつ安全に生活でき

る環境づくりに一層貢献して参る所存で

あります。

　関係各位のご支援ご協力を本年も賜れ

ば幸に存じます。

　皆様のご繁栄とご健康を心よりご祈念

申し上げます。

仙 北 支 部 長  

佐　藤　吉　博

災特需の終了と個人所得環
境の低迷が重石し、景気後退
局面のうちに年を越すこと
になりました。
　とりわけ、我が建設業界に
おいても、前政権時における
公共事業の立ち位置は、少な
い
事業量の中でも、何とか利益
を確保しようとする悪循環
な環境の下での受注確保で
ありました。「復興元年」と位
置づけられた年であったに
も係らず、未だ復興計画が進
まない被災自治体は多く点
在し、太平洋側をバックアッ
プする為の日本海国土軸の
形成など災害・防災等を含め
たインフラ整備の促進は、今
後、新政権において急務であ
ると思います。
　もっとも、2013年におい
て は 、大 型 補 正 予 算 や 翌
2014年以降に迫った消費
税率の引き上げ前の駆け込
みにより、需要が押し上げら

れていく形が見込まれるの
で、故に日本経済を過度に悲
観視する必要はなく、ガレキ
処理・除染作業の進展が遅れ
てはいるものの、その分、公共
投資は比較的高水準で推移し
ていくものと思われるので、
防災・減災・成長を柱とするイ
ンフラ整備を着実に進めてほ
しいものであります。
　さらに、今年の干支である

「巳」年には、新たに出発する
という意味があります。
　蓄えてきた力を大いに発
揮するためにも、ヘビの脱
皮のごとく、再生日本を目
指し、力強く歩んでいける
一年となるよう節に願いた
いものであります。
　最後になりましたが、今
年一年、会員、構成員並びに
関係各位の皆様のご健勝と
ご繁栄を祈念いたしまし
て、年頭のご挨拶といたし
ます。

　謹んで新春のお慶びを申
し上げます。
　昨年12月、本格的な師走
の到来とともに、同月とし
てはおよそ29年ぶりに施行
されました第46回衆議院議
員 総選挙におかれまして、
私ども建設業界が多く支援
をする自由民主党が、過去
に例を見ないほど少数政党
が乱立する中で、およそ3年
3ヶ月ぶりの政権奪還を果
たしたことの意味合いにつ
いては、一昨年の東日本大
震災からの復旧・復興の立

ち遅れ、又、長引く日本経済
の景気低迷など、前政権が最
優先して取り組むべき大き
な課題を反故し続けてきた
結果に対する国民の正しい
判断であったと思うのは、私
だけではなく、おそらく廻り
の皆さんもそう感じている
のではないでしょうか。
　政権交代した本年こそ
は、この業界にとって好転
するきっかけとなるよう期
待したいものであり、皆様
方にとっても健やかに一年
を迎えることができるよう
にしたいものであります。
　さて、昨年を振り返ります
と、我が日本経済は年初には
震災からの回復が続き、ほぼ
震災前の経済活動水準まで
戻るところに達した感があ
りますが、その後、尖閣問題
の中国や円高を背景とする
米国などへの国外輸出が減
少に転じ、比較的底堅く推移
してきた内需についても、震
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「山眠る」

山は、紅葉から冠雪に衣替え。そろそろ「山眠る」の季節に入るが、

冷たい風と急な降雪に山もなかなか眠りにつけないでいる模様。

去年の暦によると、私は「個性を発揮して気運上昇」とあった。

先日届けられた好日暦に目がゆくのも年末だからか。

「
夢
判
断
」


